
 

― 1 ― 
 

９ 
 
 
 
 
 

 
 
 

            
例年、2 月に開催しております会員懇談会につきましては、新型コロナウイルス感染症の感

染防止の観点から中止とさせていただきます。 
会員及び関係の皆様方にはご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 
   

 
 
 
新たに4件の英語翻訳版を公開しました。 

 
【通信分野】 
 

規格番号等 標準規格名等 

STD-38 3.0 版 
電波防護 標準規格 

Radiofrequency-Exposure Protection ARIB Standard 

STD-T56 4.0 版 
携帯型無線端末の比吸収率測定法及び電力密度測定法 標準規格 

Specific Absorption Rate (SAR) Estimation and Power Density 
Estimation for Cellular Phone ARIB Standard 

TR-T24 1.0 版 

中短波放送所周辺の刺激作用に係る電波防護のための電磁界強度の評

価法 技術資料 

Evaluation Methods for Compliance with Radio Exposure 
Protection Standard of Stimulus Effects for Near Field of Middle 
and Short-Wave Radio Stations ARIB Technical Report 

 
 
 

No.1293 2022 年 1 月 24 日 
 

標準規格等の英語翻訳版電子ファイルの公開について 

2021 年度会員懇談会の中止について 
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【放送分野】  
規格番号等 標準規格名等 

TR-B39 
第 3 分冊 2.2 版 

高度広帯域衛星デジタル放送運用規定 技術資料 

Operational Guidelines for Advanced Digital Satellite Broadcasting 
ARIB Technical Report 

 
※「英語翻訳版」は、標準規格又は技術資料の正本から英語に翻訳されたものです。正本と翻
訳版との間に内容、表現等に何らかの相違点があった場合は、正本を優先します。 
 
 

  
 

 
 
第 291 回業務委員会を開催しました。 

 
1. 日  時 ：  2022 年 1 月 19 日（水）15 時 30 分～16 時 10 分 
2. 場所・形態 ： Web 会議 
3. 議 題 ：   

(1)   2021 年電波利用懇話会の開催状況について 
(2)   第 35 回理事会の開催（予定）について 
(3)   2022 年度 電波懇談会の開催スケジュールについて 
(4)   その他 

 
 
 
 
 

1 月 24 日（月） ： デジタル放送システム開発部会 主任会議 Web 会議 
1 月 24 日（月） ： 放送国際標準化ワーキンググループ WG&SWG Web 会議 
1 月 26 日（水） ： 第 304 回技術委員会（放送分野） Web 会議 
1 月 28 日（金） ： デジタル放送システム開発部会 Web 会議 
1 月 28 日（金） ： スタジオ設備開発部会 Web 会議 

 
 
 
 
 
参加を予定している会合はありません。 

 

 

今週の ARIB 内会合（1 月 24 日～1 月 28 日） 

今週の国際会合（1 月 24 日～1 月 28 日） 

第 291 回 業務委員会を開催 



 

― 3 ― 
 

 
 
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 陸上無線通信委員会（主査:安藤 真 東京工業大学 名
誉教授）は、平成 29 年 10 月から、平成 29 年 9 月 27 日付け諮問第 2040 号「気象レーダーの

技術的条件」のうち「5GHz 帯気象レーダーの技術的条件」及び「9.7GHz 帯汎用型気象レー

ダーの技術的条件」について検討を行い、陸上無線通信委員会報告（案）を取りまとめました。 
本報告（案）に対して、令和 4 年 1 月 15 日（土）から同年 2 月 14 日（月）までの間、意見

募集を行なっています。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 14 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 
 

 
 

総務省は、空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの導入を可能とするため、電波法施行規

則等の一部を改正する省令案等を作成しました。 
本省令案等について、令和 4 年 1 月 15 日（土）から同年 2 月 14 日（月）までの間、意見

募集を行なっています。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 14 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 
 
 

 
総務省は、「放送ネットワーク整備支援事業（災害情報等放送・伝送システム整備事業のう

ち災害情報等放送システム整備事業）」に係る提案の公募を行っています。 
提案書の提出期間は令和 4 年 1 月 14 日（金）から同年 2 月 4 日（金）12：00（必着）

までです。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 14 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 

陸上無線通信委員会報告（案）に対する意見募集 
－「気象レーダーの技術的条件」のうち「5GHz 帯気象レーダーの 
技術的条件」及び「9.7GHz 帯汎用型気象レーダーの技術的条件」－ 

【令和 4 年 1 月 14 日発表】 
 
 
 
 
 

「放送ネットワーク整備支援事業（災害情報等放送・伝送システム 
整備事業のうち災害情報等放送システム整備事業）」に係る提案の公募 

【令和 4 年 1 月 14 日発表】 
 

電波法施行規則等の一部を改正する省令案等についての意見募集 
－空間伝送型ワイヤレス電力伝送システムの導入のための制度整備－ 

【令和 4 年 1 月 14 日発表】 
 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban12_02000134.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban16_02000272.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu12_02000171.html
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総務省は、「放送ネットワーク整備支援事業（災害情報等放送・伝送システム整備事業のう

ち災害情報等代替伝送システム整備事業）」に係る提案の公募を行っています。 
提案書の提出期間は令和 4 年 1 月 14 日（金）から同年 2 月 4 日（金）12：00（必着）

までです。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 14 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 

 
 
 
総務省及び令和 3 年度高度無線環境整備推進事業の執行団体である一般社団法人情報通信

ネットワーク産業協会（CIAJ）は、令和 3 年度補正予算｢高度無線環境整備推進事業｣に係る

補助事業の公募を行っています。 
申請書の提出期間は令和 4 年 1 月 17 日（月）から同年 2 月 4 日（金）12：00（必着）

までです。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 17 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 

 
 
 
 

総務省は、令和 4 年度｢高度無線環境整備推進事業｣に係る直接補助事業の公募、間接補助事

業の執行団体の公募及び間接補助事業の補助要望調査を行なっています。 
申請書等の提出期間は令和 4 年 1 月 17 日（月）から同年 2 月 4 日（金）12：00（必着）

までです。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 17 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 
 
 

「放送ネットワーク整備支援事業（災害情報等放送・伝送システム 
整備事業のうち災害情報等代替伝送システム整備事業）」に係る提案の公募 

【令和 4 年 1 月 14 日発表】 
 

令和 3 年度補正予算「高度無線環境整備推進事業」に係る公募 
【令和 4 年 1 月 17 日発表】 

 

令和 4 年度「高度無線環境整備推進事業」に係る公募及び補助要望調査 
【令和 4 年 1 月 17 日発表】 

 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu12_02000172.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000437.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000439.html
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総務省では、放送用に割り当てられている周波数の有効活用等の観点から、その活用方策

等について検討を行うため、「放送用周波数の活用方策に関する検討分科会（分科会長：伊東 
晋 東京理科大学 理工学部 嘱託教授）」を開催し、「放送用周波数の活用方策に関する取りま

とめ（放送大学の地上放送跡地及び V-Low 帯域）（案）」を整理しました。 
本取りまとめ（案）に対して、令和 4 年 1 月 19 日（水）から同年 2 月 18 日（金）までの

間、意見募集を行なっています。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 18 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 

 
 
 
 

 
総務省では、「Beyond 5G 新経営戦略センター」（共同センター長：森川博之 東京大学大学

院工学系研究科教授、柳川範之 東京大学大学院経済学研究科教授）の取組の一環として、

「Beyond 5G 時代に向けた新ビジネス戦略セミナー（第 7 回）」を 2 月 3 日（木）にオンライ

ン開催します。 
 

詳細については【令和 4 年 1 月 20 日の総務省報道資料】をご覧ください。 
 

〠100-0013 東京都千代田区霞が関一丁目4番1号 日土地ビル11階 
                TEL 03-5510-8590  FAX 03-3592-1103 
                https://www.arib.or.jp  E-mail arib_news@arib.or.jp 

放送用周波数の活用方策に関する検討分科会 
放送用周波数の活用方策に関する取りまとめ 

（放送大学の地上放送跡地及び V-Low 帯域）（案）についての意見募集 
【令和 4 年 1 月 18 日発表】 

 

Beyond 5G 時代に向けた新ビジネス戦略セミナー（第 7 回） 
「Beyond 5G 時代における産学連携の在り方」開催の御案内 

【令和 4 年 1 月 20 日発表】 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu08_02000253.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin04_02000121.html

